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はじめに
　景気の低迷もあり，中高年者の出向・転籍ωが，「リストラ」という流行
語と共にマスコミを賑わすことが多くなっている。筆者はこれまで，出向や
転籍には様々な側面があり，決して「人減らし」という側面だけで行われて
いるのではないので，それをタイプ分けし分析する必要性を提唱し，いくつ
かの分析を行ってきた（2）。
　出向・転籍は労働移動の一形態であるが，通常の労働移動（転職）との最
大の違いは，それが個人の自由な意思に基づいたものではなく，移動元企業
の命令や強い意向によって実施されることにある。もともと労働移動には，
労働（人材）という資源の配分状態を最適にする機能があると見て良い。伝
統的な経済学が想定するように，労働市場が完全であるならば，そこでの自
由な意思に基づく移動は，最適化のための再配分機能を発揮するはずである。
しかし出向。転籍は，労働市場の完全性を仮定しても（3），最適な再配分に寄
与するとは限らない。なぜなら，それが自由な意思に基づいた移動ではない
からである。出向・転籍に関しては，それをあるがままに任せるのでなく，
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実状を捉え，それを評価し，より良い結果を導くためにはどのような対策が
必要かを分析することが必要な由縁である。
　ところで，出向・転籍の評価に関しては，これまでもいくっかの研究が行
われてきたω。しかしその多くは人材の移動元企業に焦点をあてたものか，
あるいは個別の事例分析であった。人材移動の直接的な影響は，まず移動先
に現れることを考えれば，量を確保したデータによって移動先の状況を分析
することが必要だろう。
　そこで以下では，筆者が関わった質問紙調査（5＞の結果を用いて，中高年者
を出向・転籍で受け入れている企業を対象に，その受け入れの状況や影響を
分析し，より良い移動を実現するために何が必要かを考察することにする。
ここで中高年者に着目するのは，その年齢層の移動では出向・転籍という方
法のウェイトが高いことと，その年齢層の雇用をどう維持するかが，現代の
そして近い将来の日本にとって極めて重要な課題だからである。
1．中高年者の移動の特色とそれに対する研究の動向
　調査結果の分析に入る前に，中高年者の移動における出向・転籍の位置づ
けを明確にし，それにっいてどのような研究が行われてきたかを明らかにし
ておこう。
（1）中高年者の移動における出向・転籍
　長期間にわたって，労働移動を一貫した方法で調べているのは，労働省
「雇用動向調査」である。これは毎年2回，事業所に離職や入職の状況を問
うている大規模調査で，年間データとしては1997年のものが，現時点で入
手できる最新のものである。長期雇用慣行がより顕著に見られる男性に限定
してその結果を見よう。
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　①　離職理由
　まず離職者の離職理由別構成である。表1の上段は，その企業規模別の結
果である。「合計」では，最大の理由は「個人的な理由（59．9％）」で，いわ
ゆる「自発的離職」が約6割を占めている。企業規模「1，000人以上」でも，
この理由が最大であることは変わらないが，その比率は46．7％に低下する。
この規模で多くなる理由は，「定年（2L3％）」である。同時にこの規模では，
比率そのものはそれほど多くはないが，「経営上の理由」のうち「出向」が
9．9％と，他の規模と比較すると多くなっている。この調査の「出向」には
出向と転籍の両方が含まれているが，大企業の男性従業員の離職理由には出
向が無視できない大きさになっていることがわかる。
　　　　　　　　　　　　表1　男性離職者の離職理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
（列比率）
? 雇用期間
栫@了
経営上の
掾@由 うち出向 定年 本人の責め
個人的な
掾@由死亡暢病
合　　　計 （100，0） 100．0 13．1 10．3 2．9 8．3 6．1 59．9 2．4
????1，000人以上
R00～999人
P00～299人
R0～99人
@5～29人
（13．0）
i10．2）
i15．2）
i22．2）
i373）
100．0
P00．0
P00．0
P00．0
P00．0
13．5
U．6
P0．1
P9．1
P2．0
12．8
P0．5
X．8
W．6
P0．5
9．9
S．4
P．9
O．8
k5
21．3
X．3
V．4
U．0
S．2
3．4
Q．7
Q．7
T．8
X．8
46．7
U7．9
U8．5
T8．7
U0．7
2．3
Q．9
k4
k9
Q．8
（1，000人以上の企業）
19歳以下 （4．7） 100．0 8．4 1．6 一 一 17．3 72．8 一
20～24 （17．7） 100．0 16．0 1．9 1ユ 一 5．9 74マ L4
年 25～29R0～34
（13．7）
i6．9）
100．0
P00．0
9．5
P4．1
8．2
P4．1
6．6
P0．2
?? 5．9
Pユ
75．0
U9．7
1．3
O．7
35～39 （5．2） 100．0 13．7 20．9 17．5 一 3．3 58．8 2．8
40～44 （4．2） 100．0 18．2 28．2 24．1 一 1．2 49．4 2．9
45～49 （5．4） 100．0 15．1 35．2 27．4 一 4．1 38．8 6．8? 50～54
T5～59
（6，6）
i11．6）
100．O
撃nO．0
10．4
P0．3
44．8
Q6．3
37．7
P8．7
??．? 1．5
O．8
38．8
Q8．2
4．1
T．5
60～64 （20．5） 100．0 9．8 0．5 0．2 82．1 0．1 6．6 0．8
65歳以上 （3．6） 100．0 50．7 L4 一 28．4 一 16．2 4．1
資料出所：労働省「雇用動向調査（1997年）」から作成。
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　このような，離職理由は年齢によって異なることが想定できる。職業経験
の浅い若年層では適職探索のための自発的離職が多いだろうし，定年という
離職理由は60歳近辺に集中するなどの事情があるからである。この表の下
段には，大企業男性従業員にっいて年齢別の離職理由を示してある。そこか
らは，自発的離職を示す「個人的な理由」が中高年層ではかなり少なくなる
ことや，60歳近辺で「定年」が急増することなどが観察される。本稿の関
心である「経営上の理由」のうち，「出向」を見よう。年齢の高まりと共に
その理由が顕著に多くなり，「50～54歳」では37．7％に達している。なお，
「出向」が含まれる「経営上の理由」には，リストラ等の雇用調整のみなら
ず，出向先企業の業績向上のために出向元から送り込まれるようなケースも
含まれると見て良いだろう。
　ともあれ，大企業中高年層の離職理由として「出向」は中心的な位置を占
めていることがわかる。
②入職経路
他方，同調査からは入職者がどのようなルートを経て入職してきたかとい
う「入職経路」も知ることができる。表2は，「50～54歳」で入職した男性
　　　　　　　　表2　入職者の入職経路（男性50～54歳）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位；％）
（列比率）
?
職安 学校 広告 その他 縁故 うち前会社 出　向
合　　　計 （100．0） 100．0 20．5 0．2 22．7 7．5 36．4 9．7 10．6
専門的・技術的 （8．7） 100．0 7．1 一 19．3 15．0 41．4 10．0 12．9管理的職業 （10．1） 100．0 43 0．6 2．5 4．9 29．4 22．7 48．5事　　　　　務 （6．6） 100．0 3．7 1．9 0．9 11．2 53．3 3．7 25．2
販　　　　　売 （58） 100．0 5．4 一 10．8 7．5 71．0 一 5．4サービス職業 （10．5） 100．0 32．9 一 44．1 4．1 11．2 一 7．1保　安　職　業 （4．6） 100．0 25．3 一 44．0 1．3 28．0 5．3 1．3運　輸・通　信 （16．9） 100．0 38．0 『 35．8 3．3 20．8 2．2 1．8技　　能　　工 （33．0） 100．0 20．2 一 17．0 10．1 47．2 16．9 3．9そ　　の　　他 （3．8） 100．0 29．5 『 45．9 4．9 16．4 1．6 3．3
資料出所：表1に同じ。
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従業員の入職経路を，職業別に示したものである。この年齢層は，言うまで
もなく，大企業からの離職理由で「出向」が多かった層である。表は，「管
理的職業」および「事務」に関しては，「出向」が多く，特に前者では約半
数がそれによって入職してきていることを示している。
　入職側の結果からも，管理的職業や事務的職業というホワイトカラーの職
業での中高年者の移動では，出向が中心的な役割を演じていることが確認で
きる。
②　中高年者の出向についての研究の動向
　このような中高年者の出向・転籍については，冒頭に記したように，移動
元に焦点をあて，その発生メカニズムや影響を解明しようとする試みが行わ
れてきた。例えば永野（1989）では，出向の目的から出向を4っのタイプに
分類し，それが対象者の年齢と共にどのように変化しているかを，移動元企
業の人事システムと関連させながら分析が行われた。またそこでは，出向が
発生する際のイニシアチブを移動元と移動先のどちらが握るかという観点か
ら，プッシュとプルの2つのタイプに分け，その発生メカニズムも多変量解
析により分析された。結果は，移動元企業の社風や人事システムを背景とし
て，そこから押し出された形で発生したプッシュ型の移動に問題が多いこと
を示していた。
　また最近では，実際に出向・転籍で移動した本人に対する分析も，永野
（1996）や西山（1999a，1999b）などによって行われ，移動の成功要因が明
らかになりっつある。例えば，永野（1996）の分析結果では，本人に対する
移動先についての事前の情報提供が，移動後の成功を導く要因であることが
多変量解析により明らかにされた。また西山（1999a，1999b）は，移動後に
本人がそれ以前に獲得したスキルをどの程度発揮できるかが，移動の成功に
影響を及ぼすことを見出した。事前の情報提供は本人の事前の準備を促すも
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のであるので，それが充分に行われたならば，移動後の就業意欲も高まるだ
ろうしスキルを発揮するための工夫も行われると考えることができよう。そ
れゆえこれらの分析は，どのような形でどのような移動先に移動したかが，
どのような移動元からどのような形で移動したかということと同程度に，あ
るいはそれ以上に重要なことを示唆していると言えよう。
　そのように重要な移動先における分析であるが，そこに焦点をあてたもの
は豊富ではない。しかもそのほとんどは，現象の記述に留まり，なぜそのよ
うな現象が生まれるかを解明する段階までには至っていない。例えば，出向・
転籍を通じて雇用機会の確保を提供しようとしている㈱産業雇用安定センター
は，移動先企業も含めいくっかの質問紙調査を実施し，その結果を多くの報
告書として発表している（6）。しかし現段階では，そのほとんどは集計結果の
紹介に留まっているようである。移動先に焦点を当てた他の研究として，少
し時点は古いが永野（1991）がある。これは上場企業の関係会社に対する調
査データの分析だが，関係会社を親会社との関連で「取引濃厚型」「取引希
薄型」「分社型」そして「新規事業型」の4つに分けて分析している。ここ
では，それぞれのタイプに応じ，出向・転籍者の構成やその役割の違いが異
なることが明らかにされている。しかしこの研究も，クロス集計表の分析に
留まっているために，同時に複数の要因を考慮した分析までには至っていな
い。
　このように見ていくと，出向や転籍による移動の分析で今求められている
のは，移動先に焦点を当てた本格的な研究であると言えよう。
（3）移動先に対する研究が少ない理由
　ところで，移動先に対する分析はなぜ少ないのだろうか。これには，調査
対象の捕捉が困難という調査技術的な要因が強く影響していると思える。と
いうのは，出向・転籍の移動元はほとんどが大企業であるので，決して数の
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多くない大企業を対象に調査を行えば移動元の事情はかなり捕捉できるが，
移動先の多くは膨大な数に及ぶ中小企業に属するので，その捕捉が難しくな
るからである（7）。
　この点を回避するために，移動先の8割近くは関係会社であることが知ら
れているので，永野（1991）ではそこを対象に調査が実施された。しかし，
近年は関係会社以外にも移動先が広がる傾向があり，より調査対象を広げる
ことが必要だろう。その観点から見ると，産業雇用安定センターの調査は，
同センターの業務の特質から資本関係のない移動先にも調査依頼ができると
いう強みを活かしたものであり，今後の成果が期待されるものである。しか
し，この方法は同センター以外では難しい方法でもある。
　もちろん，特定の移動元企業に調査依頼をし，その移動先企業を対象に調
査を行うという方法もある。永野（1989，第6・9章）はそのような方法に
よる事例研究であるが，この方法には，その結果の一般性という点で弱みが
あることは否あない。
　っまり，移動先企業に対する大量観察により研究を行うためには，まずそ
の調査対象をどのようにして捕捉するかという問題を解決することが必要で
ある。
2．移動先企業に対する調査と移動先企業のプロファイル
（1）調査の概要
　幸いなことに，筆者は企業の高齢者対策にっいての大量調査に関わった際
に，その中で中高年者の移動に関する問題をとりあげることができた。その
調査は，㈱高年齢者雇用開発協会が1997年1月に実施した郵送式質問紙調
査「企業の高齢化諸施策に関する調査」である（8）。それは，従業員規模30
人以上の企業，すなわち中小企業から大企業までを対象とする広範な調査で
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あったので，前節で述べた調査対象の捕捉という問題を一挙に解決できるも
のであった。なお，以下ではこの調査のことを，単に「調査」と呼ぶ。
　調査の中では，中高年（50歳以上）の出向・転籍については，その移動
元としての回答と移動先としての回答両方を求めたが，以下では，移動先と
しての回答を中心に，その結果を紹介しよう（9）。
②　移動先企業のプロファイル
　調査では，中高年者（50歳以上）の出向・転籍について，その受け入れ
の有無と，送り出しの有無を問うている（1°）。まずその結果を示そう。表3で
ある。
　「合計」では，「受け入れ」を「実施している」が42．9％（1，247社）で，
「送り出し」を「実施している」の42．3％とほぼ同率である。しかし，表か
ら明らかなように，両者の企業規模別実施状況は異なっている。「送り出し」
に関しては，大企業ほどその実施率が高くなっていて，1，000人以上では実
に75％に達している。他方，「受け入れ」に関しては規模間の違いは明瞭で
表3　出向・転籍の実施状況
（％，（）内は件数で実数）
50歳以上の出向・
]籍者の受け入れ
50歳以上の出向・
]籍の送り出し?
実施して
｢　　る
実施して
｢ない 無回答
実施して
｢　　る
実施して
｢ない 無回答
合　　　計 100．0（2，806）42．9 55．7 1．4 42．3 553 2．4
????99人以下
P00～299人
R00～499人
T00～999人
P，000人以上
100．OC　607）
P00．0（647）　　　『100．0（518）
P00．0（531）
P00．0（500）
343
SL6
S5．8
S7．1
S7．8
63．3
T6．7
T3．3
T2．2
T1．4
2．5
P．7
P．0
O．8
O．8
17．1
Q69
S4．0
T7．1
V5．0
78．6
V0．3
T3．5
S1．8
Q44
4．3
Q．8
Q．5
P．1
O．6
??製　造　業
?ｻ造業
100．0（756）
P00．0（1，883）
43．1
S2．6
56．0
T5．8
0．9
P．6
45．5
S1．1
53．2
T63
1．3
Q．7
出所：永野（1998）。
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はない。少なくとも，移動元は大企業であり，移動先は広範に広がっている
ことが再確認できる。
　このような人材の流れと資本関係による企業グループとの関係を見ると，
表は省略するが，「受け入れ」企業のうち，48．1％は「自社には親会社があ
る」企業であるのに対し，受け入れていない企業のそれは20．5％と低くなっ
ていたω）。他方，「送り出し」企業のうち，64．7％は「自社には子会社があ
る」企業であるのに，送り出していない企業のそれは24．7％であった。この
結果は，これまでに確認されてきた親会社から子会社へという人材の流れが
強いという結果と符合する。
　これも結果は省略するが，企業属性の数量データの平均値を移動実施の有
無ごとに見ると次のような傾向があることがわかった（12）。「受け入れ」企業
は，操業年数が短い企業（っまり歴史の浅い企業），従業員数が少ない企業，
どちらかといえば経営状況（売上変化や利益変化）の良い企業，そして中高
年従業員比率の高い企業であった。それに対し「送り出し」企業にはその逆
の特性があった。
　このうち，中高年従業員比率の結果に関しては議論が必要かもしれない。
他社から中高年者を受け入れているのは自社のその年齢層が少ないからで，
逆に送り出しているのはその年齢層が多いからと考えるのが自然だが，結果
はその逆だからである。そのことは，移動と中高年従業員比率の間に逆の因
果関係があることを推測させる。すなわち，高齢者を受け入れた結果，中高
年従業員比率は高くなり，他方，高齢者を送り出した結果その比率が低くなっ
たという関係である。上記の結果が，このような因果関係が示しているかど
うかはこの分析では明らかにはできない。ここでは，その可能性が否定でき
ないことだけを指摘しておこう。
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3．移動先から見た出向・転籍
　では，出向や転籍で中高年者を受け入れた企業（受け入れ企業）には，そ
の受け入れによって，どのような影響が発生しているだろうか。この点に関
しては，受け入れた人材の職位や職種によって，その影響が異なることが予
想される。そこで調査では，中高年者の出向・転籍の移動先企業に，いくっ
かの設問に対して「管理職」と「非管理職」それぞれにっいて答えることを
求めた。以下では，そのいくっかの設問のうち，後述の出向・転籍の「受け
入れの経緯」を有効回答した企業のみを集計対象とした結果を紹介しよう㈹。
ちなみにその対象件数は，前述の中高年者（50歳以上）を受け入れている
とした企業のうち，「管理職」に関しては89．0％，「非管理職」に関しては
67．4％であった。
（1）受け入れに対する企業の全般的な評価
　中高年者を受け入れたことを，その企業はどう評価しているだろうか。そ
の点を明らかにするために，まず，中高年者を受け入れたことにより，どの
ような良いことが得られたかを見よう。多重回答を求めた結果が図1である。
　「管理職」については，「自社の経営力や戦力が強まった」が68．9％と最も
多く，次いで「移動元との結びっきが強まった」が43．4％で続き，他の選択
肢の回答はそれほど多くない。自社自体の強化と，移動元との関連強化とい
う利点があったことがわかる。他方，「非管理職」については，管理職に対
するものほど際だった選択肢がなく，「自社の経営力や戦力が強まった
（36．5％）」「移動元との結びっきが強まった（31．6％）」，そして「本人に雇用
機会を提供できた（30．0％）」の3っが30％代で並んでいる。管理職との違
いに着目すると，自社自体の強化と，移動元との関連強化という利点の指摘
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　　　　　　　　図1中高年者を受け入れて良かったこと
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移動元が賃金補填をしたので，人
件費が節約できた
本入に雇用機会を提供てきた
本人の能力が向上した
その他
特になし
　出所：表3に同じ。
が少なくなり，逆に雇用維持という利点の指摘が多くなっている。
　一方，中高年者を受け入れて問題となったことにっいての多雨回答の結果
が，図2である。受け入れによる利点とは異なり，「特にない」の回答が
3～4割を占め多くなっている。とは葺え，それ以外の企業は何らかの問題
点を指摘している。
　「管理職」にっいては，「金銭的報酬の調整が難しかった」が37．4％と多く，
次いで「自社社員の採用や昇進機会が減少した」が22．2％である。前者が多
いのは，ここでの設問には転籍者も含まれていることが影響しているようだ。
というのは，出向者の金銭的報酬は移動元基準で決定されることが多いが，
転籍者のそれは移動先基準となるので，報酬をどうするかが問題となりやす
いからである。それに加えて，労働時間や休日などの違いを金銭面でどう調
整するかという実務的な問題が影響しているように思える。また，採用や昇
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図2中高年者を受け入れて問題になったこと
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　出所：表3に同じ。
進機会に関する後者の回答が多いことは，管理職の受け入れが自社社員（プ
ロパー社員）の勤労意欲にも影響を及ぼすことを示唆している。他方，「非
管理職」に関しては「金銭的報酬の調整が難しかった」が26．2％と多いが，
他にはそれほど際だった項目はない。
　では，このような出向・転籍の受け入れを，受け入れ先は今後どう変化さ
せたいと考えているだろうか。結果は次のようであった。「管理職」に関し
ては，「増やしたい」が4．7％，「現状維持」が47．3％，「減らしたい」が22．9
％，「わからない」が228％，「無回答」が2．3％であった。他方「非管理職」
に関しては，「増やしたい」が6，7％，「現状維持」が37．7％，「減らしたい」
が24．9％，「わからない」が25．6％，「無回答」が5．1％であった。
　共に「現状維持」が最も多いが，同時に「増やしたい」より「減らしたい」
という回答の方が多くなっている。全体としては，これ以ヒの受け入れは難
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しいという表明が多いと言えよう。
②　受け入れ経緯による類型
　ところで，多くの社会現象がそうであるように，出向・転籍にも様々な側
面がある。それゆえ，出向・転籍を通じた移動先企業の強化，移動者本人や
移動先企業従業員の人桝育成などが可能である一方，出向・転籍により本人
は蓄積した経験や知識が発揮できなくなったり，移動先企業従業員は昇進可
能性が減少し意欲を失ったりすることもある（14）。移動者の数だけ，移動に伴
う異なる影響があるとすら言える。しかし，現実の多様性を事細かに述べる
だけでは，政策的な含意を導くことは難しい。多様な現象を理解可能な少数
個のタイプに分け，各タイプのメカニズムや影響を分析し必要な政策を考え
ることが意味のあることのように思える。
　そのような発想のもとに，例えば永野（1989）では，出向のタイプ分けが
提唱され分析が行われてきた。ここではその分析を参照し，出向・転籍の発
生経緯によるタイプ分けを採用してみよう。具体的には，移動元から押し出
されて発生した「プッシュ型」と，移動先から引っ張られて発生した「プル
型」の2類型である。この類型を採用するのは，それが分析上適用が容易で
あると同時に，これまでの移動元データの分析では有効性が示されてきたか
らである（永野1989）。
　調査では，この類型を適用するために，出向者・転籍者の受け入れが，
「移動元からの要請に基づく」ものか，あるいは「自社の必要性に基づく」
ものかを，中間に2っの「どちらかといえば」を含め，4段階で尋ねている。
この4段階を二分することによって，プッシュ型とプル型の抽出が可能であ
る。
　そのようにして抽出されたタイプの構成は，
　　　管理職　　プッシュ型47．4％　　プル型52．6％
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　　　非管理職　　プッシュ型39．7％　　　プル型60．3％
であった。これらの各タイプの属性の違いは後述するが，まずタイプによる
受け入れに伴う影響の違いを見よう。
　（3）プッシュとプルによる違い
　「中高年者を受け入れたことによる利点」の受け入れタイプによる違いを
見るために作成したのが図3である。この図は，各項目に対する両タイプの
指摘の偏差（「偏差」＝「プッシュ型の指摘率」一「プル型の指摘率」）を示
したもので，図のプラス側はプッシュ型でその回答がどれだけ多いかを示し，
マイナス側はプル型でどれだけ多いかを示している。
　図からただちに読みとれることは，偏差の現われ方が管理職と非管理職で
　　　　　　　　　　　図3受け入れて良かったことの偏差
　　　　　　　　　　　　　　　　（偏差）一（プッシュ型の指摘率）一（プル型の指摘率）
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出所：表3に同じ。
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同一ということである。いずれの項目も，同一の方向を向いているからであ
る。各項目を見ると，プッシュ型で多いのは「移動元との結びっきが強まっ
た」という回答で，他方プル型で多いのは「自社の経営力や戦力が強まった」
と「自社の独自採用者に良い影響を与えた」という回答であることがわかる。
プッシュ型の利点は，結びっき強化というやや間接的なものであるのに対し，
プル型のそれは経営力や戦力に示されるような，より直接的なもののようだ。
　同様の手続きで，受け入れに伴う問題点を見たものが図4である。利点と
比較すると，偏差，つまりプッシュ型とプル型の違いは小さい。とはいえ，
「管理職」に関しては「自社社員の採用や昇進機会が減少した」という回答
がプッシュ型で多く，また「管理職」と「非管理職」どちらに関しても「特
にない」がプル型で多くなっている。プル型の方が問題点は少ないようで
図4　受け入れて問題になったことの偏差
　　　　　　（偏差）＝（プッシュ型の指摘率）一（プル型の指摘率）
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出所：表3に同じ。
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ある。
　今後の受け入れについての方針はどうだろうか。既述したように，この設
問に対する全般的な回答は「現状維持」が多く，「増やしたい」より「減ら
したい」という回答が多かったが，その点に関しては2つのタイプに分割し
ても違いはない。結果は省略するが，違いが見られるのは，「増やしたい」
と「減らしたい」の相対的な差であった。「管理職」に関しては，プッシュ
型では，「増やしたい」より「減らしたい」が25．9％ポイント多くなったの
に対し，プル型ではその差が11．3％ポイントに縮まった。他方，「非管理職」
に関してはも，やはりプッシュ型の差が26．4％ポイントに対し，プル型の差
は12．6％ポイントと少なくなった。プッシュ型を受け入れている企業の方が，
受け入れの減少意向が強いと見て良いだろう。
　これらの結果を見ると，中高年者の受け入れに関しては，プッシュ型の受
け入れ企業では問題が多く減少意向も強いのに対し，プル型受け入れ企業で
は問題点が比較的少なく，明確な利点を感じる企業も多いことがわかる。っ
まり2つのタイプを比較すると，プル型の方が受け入れによる成果がより大
きいと見て良い。
4．2つのタイプの決定要因
　では，ある企業が受け入れているのはプッシュ型であるのに，別の企業の
それがプル型となっているのはなぜだろうか。どのような条件が整うと，プ
ル型の受け入れが可能になるだろうか。このことが明瞭になれば，出向の受
け入れ成果をより高めることができるはずである。既に見たように，プル型
の方が受け入れによる成果が大きいからである。
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（1）企業属性の違い
　この点に接近するために，まずそれぞれのタイプの受け入れ企業の属性に，
違いがあるかどうかを見てみよう。
　企業規模と業種の両タイプの構成を示したものが，表4である。受け入れ
の実施の有無を見た表3と比べてみると，この表からは企業規模に関する両
タイプの構成の特別な関係は見いだしにくい。業種に関しても，「管理職」
にっいては「製造業」でプル型が多くなっているものの，「非製造業」で特
にプッシュ型が多いわけでもなく，それほどはっきりした区別を指摘するこ
とはできない。
　各タイプのうち「自社に親会社がある」と答えた企業の比率を示すと，次
のようであった。「管理職」に関しては，プッシュ型が63．3％，プル型が
39．7％。「非管理職」に関しては，前者が59．4％，後者が42．1％。「管理職」
と「非管理職」どちらに関しても，プッシュ型を受け入れるのは「親会社が
ある」企業であることが多くなっている。親会社からの出向受け入れの要請
は，断りにくいことを示しているのだろうか。
　　　　　　　　　　　表42っのタイプの構成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％，（　）内は件数で実数）
管　　理　　職 非　管　理　職
計 プッシュ型 プル型 計 プッシュ型 プル型
合　　　　計 100．0（1，072） 47．4 52．6 100．0（811）39．7 60．3
????99人以下
P00～299人
R00～499人
T00～999人
Pρ00人以上
100．0（168）
P00．0（244）
P00．0（202）
P00つ（233）
P00．0（224）
44．6
S3．0
T1．0
S8．9
S9．6
55．4
T7．0
S9．0
T1．1
T0．4
10α0（121）
P00．0（177）
P00．0（152）
P00．0（189）
P0α0（171）
39．7
Q8．8
S2．1
S5．0
S2．7
603
V1．2
T7．9
T5．0
T7．3
??製　造　業
?ｻ造業
100．0（293）
P00．0（713）
40．6
S9．6
59．4
T0．4
100．0（207）
P00．0（550）
39．1
R9．8
60．9
U0．2
出所：表3に同じ。
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　なお，結果は省略するが，2つの職種に関して，各タイプごとに企業属性
を示す数値データの平均値を比較すると，操業年数の長さや，経営状況，従
業員数などに関しては，明瞭な違いは見られなかった。ただし，既述したよ
うに因果関係は明らかではないが，「中高年従業員比率」が「管理職」では
プッシュ型で高くなっていた。　　　　　　　　　　．
②　企業の理念・方針
　上記のような企業属性は，出向の受け入れタイプに何らかの影響を及ぼす
かもしれない。しかし，同時に企業属性のみで受け入れタイプが決まるわけ
でもない。企業の「理念や方針」も出向者・転籍者の受け入れに影響を与え
ることが想定される。なぜなら，そのような理念や方針は，企業の制度や慣
行に反映され，それが中高年者の受け入れにも影響を及ぼすと考えられるか
らである。
　調査では，9組の対立する命題を掲げ，それぞれにっいて，そのどちらに
その企業の考えが近いかを問うている㈹。そこで，その中から4っの設問を
選び㈹，その回答を点数化し（17），その変数を「高齢者の社会還元意向」と呼
ぶことにした。この数値が大きくなるほど，高齢者を自社内から社会に還元
（放出）する意向が強くなり，逆は逆であるからである。また，他の2つの
設問から（’8），同様の手続きにより，「雇用慣行変革意向」という変数を作成
した。この数値が大きいほど，年功賃金や終身雇用という「日本型雇用慣行」
を変更しようとする意向が強く，逆は逆であるからである。
㈲　ロジスティック回帰分析
　では，何により，プル型とプル型が発生するだろうか。ここまで述べてき
た移動先企業のデータを用い，それを推計してみよう。推計で説明すべき変
数は，中高年者の受け入れタイプ，っまりプル型とプッシュ型である。そこ
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で従属変数は，「管理職」と「非管理職」それぞれにっいて，プル型と答え
た企業を1とし，プッシュ型を0とし，2っの職種別に推計を行うことにす
る。なお，このような1－0型の従属変数の決定要因を推計するのに適した方
法はロジスティック回帰分析であるので，それを用いることにする。
　この従属変数を説明する変数として，上記の企業属性と，企業の理念・方
針で述べた2つの変数，「高齢者の社会還元意向」と「雇用慣行変革意向」
を投入する。ただし，属性変数のうち「中高年従業員比率」は除外する。こ
の変数は出向の説明変数ではなく，その結果（従属変数）である可能性があ
るからである。
　推計の結果は，表5である。式全体の説明力や適合度を示す表の下段に位
置するいくっかの統計量で見ると，「管理職」についての結果の方が「非管
理職」についてのものより，良好である。とはいえ，「非管理職」に対する
ものでも，統計的には有意な結果である。
　そこで各変数の結果を見よう。まず，全ての変数を投入した表の①と③で
ある。「管理職」については，「親会社の有無」がマイナス，「雇用慣行変革
意向」がプラス，そして「高齢者の社会還元意向」がマイナスで，それぞれ
有意であるのに対し，「従業員数」「売上変化」「操業年数」の3っは共に有
意ではない。このことは，親会社のない企業で，雇用慣行の変革に意欲的で，
かっ高齢者を社会に還元するのでなく自社内に活躍の場を提供しようという
意欲の強い企業が，プル型としての出向・転籍を受け入れることを示してい
る。いうまでもなく，それとは逆の性向のある企業が，プッシュ型として受
け入れやすいことになる。
　「非管理職」にっいてもほぼ同様の結果であるが，違いは「雇用慣行変革
意向」が有意ではないことである。非管理職の場合は，賃金水準が管理職と
比較すれば低いので，例えば賃金制度などの変更が，中高年者の受け入れに
対する重要な決定要因とならないのかもしれない。
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表5　タイプ決定要因の推計結果
（ロジスティック回帰分析，従属変数：0＝プッシュ型，1＝プル型）
管　　理　　職 非　管　理　職
?
② ③ ④
操業年数〔年〕 ．0005
i．0038）
一 一．0008
i．0044）
一
売上変化〔指数〕 ．0012
i．00ig）
一 一，0016
i．0022）
一
従業員数〔人〕 3．78E－06
i2．734E－05）
一 一1．2E－05
i2．594E－05）
一
親会社ダミー
@　〔1＝ある，0＝なし〕
一．9704＊料
i，1432）
一9740＊＊＊
i．1284）
一．6746＊ホ掌
i．1709）
一．7126寧＊＊
i．1485）
高齢者の社会還元意向
@　〔＋　強い，一　弱い〕
一．3482＊牌
i．1335）
一2839＊＊
i．1259）
一．3750韓
i．1603）
一．2750
i．1480）
雇用慣行変化意向
@　〔＋　強い，一　弱い〕
．2260零
i．1432）
．2190＊
i．1196）
，1360
i，1476）
．1358
i．1370）
定　　数 ．8996
i．5904）
．8597＊
i．4716）
1．7641＊
i．6718）
1，2473＊
i．5435）
κ2 61．991＊＊＊ 67．375＊＊＊ 25．771桝 27．470＊＊ホ
一2Lo9ゐ伽Z伽od122L5751373812903，511 1031，555
Coκ＆SんθZ卜R2 ．065 ．063 ，037 ，034
π 928 1，041 693 789
注；1，（）内はS．E
　2．＊＊宰＝P＜0．01，＊＊＝P＜0．05，＊＝P＜0．1
出所：表3に同じ。
　ともあれ，いずれも3っの変数である程度の説明が可能であると思えるの
で，その3つのみを説明変数とした推計も行ってみた。結果は表の②④であ
る。変数の有意水準は若干低下しているものの，符号等の結果は同様である。
受け入れ企業の規模や経営状況，歴史の長さより，受け入れ企業の理念・方
針の方が，そして恐らくそれを具現した制度・慣行の方が，受け入れタイプ
の決定を左右すると見て良いようである。
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5．まとめと考察
　本稿では，出向・転籍という手段による中高年者の移動について，移動先
企業のデータ分析を行ない，移動の成果や影響，さらにより良い移動となる
条件を探索した。
　まず，全般的な受け入れ状況を見た後，管理職と非管理職にわけ，受け入
れの影響を分析した。その結果，全般的には，特に管理職を受け入れた場合
に，経営力や戦力が強化されたり，移動元企業との結びっきが強化されたり
する利点があることがわかった。しかし同時に，本人に対する金銭的報酬の
調整の困難さが発生したり，自社社員の採用や昇進機会が減少するという弊
害が発生したりすることが明らかになった。また，今後は受け入れを減らし
たいという意向が強いことも明らかになった。
　次いで，このような中高年者の受け入れを，移動元から押し出された形の
プッシュ型と，移動先に引っ張られた形のプル型に分け分析した。その結果，
プル型の方が受け入れによる成果も大きく，問題点も少ないことがわかった。
　そこで，ロジスティック回帰分析により，プル型受け入れとなる要因を推
計してみた。管理職の受け入れがプル型となる企業は，親会社のない企業で，
雇用慣行の変革に意欲的で，かっ高齢者を社会に還元するのでなく自社内に
活躍の場を提供しようという意欲の強い企業であることがわかった。なお非
管理職に関してもほぼ同様の結果であったが，このうち雇用慣行の変革とい
う要因は必要ではなかった。
　では，なぜこのような要因が作用するとプル型となるのだろうか。このう
ち，高齢者の活躍の場を自社内で提供しようとする意欲の強い企業という要
因は理解しやすい。そのような企業は，そのために様々な工夫をしているこ
とが推測されるからである。
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　雇用慣行の変更は，なぜ必要だろうか。これにより，個人の役割や使命が
明確になることが関係しているように思える。そのことにより，移動元に対
し必要とする人材の要件を示すことができるし，また受け入れ後の移動人材
に対する評価も客観性を増すので本人の納得が得られやすくなるだろう。そ
の結果，受け入れの成果が向上すると考えられる。いわゆる日本型雇用慣行
はお互いに良く知った仲間がチームワークをすることを前提にしてきたもの
なので，ことさら役割や使命を明確にする必要がなかったが，反面，新規参
入者がその能力を充分に発揮できるようになるまでに，かなりの時間が必要
であった。雇用慣行の変革は，近年しばしばその必要性が唱えられるが，そ
れは，移動人材の受け入れという側面からも求められてきているようである。
　親会社以外から受け入れることがプル型にっながるということは何を意味
するだろうか。企業グループ内の方が，移動者の知識や経験が活用しやすい
ように思えるが，結果はグループ外の方が受け入れの成果が高いことを示唆
している。これには，’ Qっの理由が考えられる。その1っは，グループ内の
親会社と子会社の交渉力は対等ではないということに基づいている。そのた
めに親会社は，子会社に対しては必ずしもそこで必要とされていない中高年
者を押しつけることがあるので，そのようなことができないグループ外への
移動の方が成果が高くなるというものである。第2の理由は，既にグループ
内の各社には中高年者を移動させているので，そこには受け入れの余地がな
いということに基づくものである。そのような場合，そこへの追加的な移動
は子会社の負担を増すだけなので，結果としてグループ外の方が成果が高く
なるというものである。
　ともあれ，これらの分析結果から，3っのことが提言できる。第1は，移
動元となる大企業はプッシュ型の移動を実施しなくてもすむような，自社内
の雇用システムの再構築に本格的に取り組む必要があるということである。
そのような指摘はこれまでにも繰り返し行われてきたが，依然としてその状
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況は変化してないようである。それだからこそ必要なことだが，第2に移動
元企業は，企業グループを越えた場に，自社の中高年者の活躍の場を求める
必要があるということである。情報収集や移動後のフォローアップも含め，
そのための本格的な対応が求められていると言えよう。他方，移動先企業に
求められることとして，第3に，中高年者の能力発揮の場を自社内に提供す
るという理念のもとに，雇用慣行の変革に取り組むことが必要ということで
ある。移動先のそのような変化が，より成果の高い移動に直接，結びっくと
思えるからである。
《注》
（1）　ここで「出向」とは，移動元企業との雇用関係が継続したまま移動先とも雇
　　用関係を持ち移動先で就業する形を指し，「転籍」とは，出向と類似している
　　が移動元との雇用関係が無くなるものを指している。なお，転籍は通常の転職
　　と形式的な区別はつきにくいが，移動の際に移動元企業の意思が強く働いてい
　　る点で異なっている。
（2）例えば，永野（1989）や永野（1996）第6～8章がある。
（3）情報の完全性や交渉力の均等性ということを考えると，これはかなり強い仮
　　定である。
（4）計量分析に限定して，いくっかの分析結果を紹介したものに永野（1999）が
　　ある。
（5）　この調査は，後述する高年齢者雇用開発協会による「企業の高齢化諸施策に
　　関する調査」（1997年1月実施）である。
（6）例えば，産業雇用安定センター（1997，1998）などがある。
（7）　この点に関しては，当然，移動先企業より移動者本人の捕捉の方がより困難
　　であると言えるかもしれない。この問題には，永野（1996）では調査対象を
　　『ダイヤモンド会社職員録：非上場企業版」に記載されている人のうち，999
　　人以下の企業に最近入社した中高年者に限定することにより対応し，西山
　　（1999a，1999b）は特定の大企業数社からの移動者に限定することで対応して
　　いる。後者の方法は移動先企業に関しても採用可能だが，前者は移動先企業に
　　対しては適応しにくい方法である。
（8）　この調査は，全国の従業員30人以上の企業のうち，1997年1月1日時点に
　　㈱帝国データバンクに登録されている企業27万社から抽出した10，000社を対
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　　象に実施された，郵送による質問紙調査である。対象企業の抽出は企業規模別
　　に抽出比率を決定し行なったが，その際，大企業の抽出率が高くされた。それ
　　は，労働市場における影響力を考慮したためであった。調査は，1997年1月
　　に実施され有効回収は2，806件（有効回収率28．1％）であった。なおこの調査
　　は，高年齢者雇用開発協会に，1996・97年度に設置された研究会（座長森田
　　一寿産能大学教授）によって企画実施されたもので，筆者はその研究会に委
　　員として参加した。研究会には他に，櫻木晃裕（横浜国立大学大学院）と生天
　　目　博（産能大学大学院）が専門員として参加した。この研究会の最終報告が，
　　高年齢者雇用開発協会（1998）である。
（9）以下の本稿における分析結果の記述は，永野（1998）を新たな観点から加筆
　　修正したものである。
（10）　調査では，総従業員数や出向や転籍による移動者の実数記入も求めている。
　　それから算出された集計対象の2，670社の平均像は次のようなものであった。
　　総従業員数のうち，1．8％が他社に出向していて，他社から受け入れている出
　　向者が1．8％，他者からの転籍者が2．6％をそれぞれ占め，出向と転籍を合わせ
　　た「他社からの移動者」は4．3％であった。これを「50歳以上」に限定して同
　　じ順でその比率を示すと，3．9％，3．5％，5．3％，8．3％であった。50歳以上の
　　中高年層で出向や転籍が多くなることを示す結果である。また，これらの比率
　　は企業規模別に大きく異なり，後者の50歳以上に限定した結果では，「1，000
　　人以上」の大規模企業では，9．2％が「他社への出向者」で，「他社からの移動
　　者」は5．9％であった。他方「99人以下」の小規模企業で同じ比率を示すと順
　　に，1．4％，9，0％であった。50歳以上に限定すると，大企業ではその従業員の
　　1割弱を出向させていて，中小企業ではその従業員の1割弱は出向や転籍で受
　　け入れた人である。詳しくは，永野（1998）を参照のこと。
　　　なお，この受け入れ比率は親会社がある関係会社のみを対象とした雇用職業
　　総合研究所（1989）と比べると，かなり低い数値である。この2種類の調査で
　　は，受け入れ0人の企業のデータ処理が異なっていて，そのことが影響してい
　　るのも事実だが，その点を考慮してもなお，調査対象の違いが影響していると
　　考えられる。
（11）親会社や子会社の有無に関しては，その双方がある企業もあるので，調査で
　　は多重回答を求めている。それゆえ，「受け入れの実施の有無」別の「子会社
　　がある企業」の割合も知ることができるが，この割合は「実施の有無」による
　　違いが見られなかった。詳しくは，永野（1998）を参照されたい。
（12）　この点も，永野（1998）を参照されたい。
（13）　これは，後段の分析との整合性を保っための集計対象の調整である。このよ
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　　うにサンプルを限定したことによる集計結果への影響は，ほとんどないと見て
　　良い。
（14）　そのような観点からの2つのシナリオを描き，それにっいてのこれまでの筆
　　者の研究をレヴューしたものが，永野（1999）である。
（15）9組の対立する命題を列挙すると次のようになる。①A：高年齢者を雇用す
　　るのは有効な労働力として活用するためである。B；高年齢者を雇用するのは
　　従業員福祉的な意味合いからである。②A：他の労働者を確保できても，高年
　　齢者を積極的に雇用したい。B：他の労働者が確保できれば，高年齢者には依
　　存したくない。③A：賃金・処遇などにっいては，年功的な要素を重視すべき
　　である。B：賃金・処遇などについては，能力的な要素を重視すべきである。
　　④A：現在，投資するなら，省力化より人材である。B：現在，投資するなら，
　　人材よりも省力化である。⑤A：人材は自社内で育成したい。B：人材は必要
　　に応じて外部から補充する。⑥A：定年後も正規社員として継続雇用したい。
　　B：定年後は弾力的な雇用形態をとったいきたい。⑦A：定年は，その年齢を
　　もっと延ばすべきである。B：定年は，現状のままでよい。⑧A：職場は業績
　　を求ある場である。B；職場は生きがいを求める場である。⑨A：働く意欲と
　　能力がある限り，年齢に関係なく企業が面倒を見るべきである。B：ある程度
　　の年齢に達したら，社会が面倒を見るべきである。
（16）4っの設問とは，注（15）の命題の番号では②⑥⑦⑨の4つである。この4っ
　　は，実際には9つの命題から因子分析を行い抽出したものである。しかし，そ
　　のような統計的な手法によらなくとも，命題の概念を整理することにこの4つ
　　は抽出できるように思える。なお，4っの命題を抽出した因子分析の結果は，
　　永野（1998）を参照のこと。
（17）注（15）の9組の命題は全て，「Aの考えに賛成」から「Bの考えに賛成」ま
　　での4段階で問うている。その4段階を「Aの考えに賛成」を1点とし，順
　　に点を増やし，「Bの考えに賛成」を4点とする形で点数化し，対象となった4
　　っの命題の平均値を，各サンプルごとに算出して用いた。
（18）2つの設問とは，注（15）の命題の番号では③⑤である。
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